
(様式４)

平成30年度

部（公室・局）：商工観光労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

商工政策課 商工政策課職員給 商工政策課職員給与費 126,061 98,773 98,773 98,773 B 98,773 98,773 A 98,773 98,773 A 要求どおり

商工政策課 大阪事務所職員給 大阪事務所職員給与費 59,603 61,488 61,488 61,488 B 61,488 61,488 A 61,488 61,488 A 要求どおり

商工政策課
新規学卒者の県内就職率アッ
プ推進事業

新規学卒者の県内就職率を高め、人材の県外流出
を防ぐための取組みに要する経費

5,000 5,000 5,000 5,000 B 5,000 5,000 B 5,000 5,000 A 要求どおり

商工政策課
地域活性化雇用創造プロジェ
クト事業（商工政策課）

戦略的産業分野における雇用マッチングや企業に
対する専門家派遣を通した販路拡大等の支援に要
する経費

64,163 55,697 55,697 B 55,697 55,697 A 55,697 55,697 A
事業内容等の
精査

商工政策課 商工業企画調整費 商工観光労働部の企画調整業務等に要する経費 4,675 4,675 4,675 4,675 B 4,675 4,675 A 4,675 4,675 A 要求どおり

商工政策課 商工観光労働部政策調整事業
商工観光労働部における政策企画・調整等に要す
る経費

6,400 6,400 6,400 6,400 B 6,400 6,400 A 6,400 6,400 A 要求どおり

商工政策課
商工観光労働部長秘書事務委
託業務

商工観光労働部長秘書事務委託に要する経費 3,229 3,229 3,229 3,229 B 3,229 3,229 A 3,229 3,229 A 要求どおり

商工政策課 ＢＣＰ策定等推進事業
災害等に強い体制構築のため、県内中小企業の事
業継続計画（ＢＣＰ）の策定の促進に要する経費

6,976 6,845 6,845 6,845 B 6,845 6,845 B 6,845 6,845 A 要求どおり

商工政策課 福岡事務所管理運営費
福岡事務所の管理運営及び職員宿舎借上げ等に要
する経費

16,886 16,890 16,890 16,890 B 16,890 16,890 A 16,890 16,890 A 要求どおり

商工政策課 大阪事務所管理運営費
大阪事務所の管理運営及び職員宿舎借上げ等に要
する経費

15,717 15,717 15,717 15,717 B 15,717 15,717 A 15,717 15,717 A 要求どおり

商工政策課
大阪事務所管理運営費（活動
費）

大阪事務所が行う経済振興、観光・物産振興や関
西の経済団体、県人会その他の団体に対するＰＲ
活動等に要する経費

4,681 4,680 4,680 4,680 B 4,680 4,680 A 4,680 4,680 A 要求どおり

商工政策課 市町村派遣職員人件費負担金 平成29年度で廃止 6,151

255,379 287,860 279,394 279,394 279,394 279,394 279,394 279,394

商工労働局
商工振興金融課

商工振興金融課職員給 商工振興金融課職員給与費 160,064 245,353 245,353 245,353 B 245,353 245,353 A 245,353 245,353 A 要求どおり

各段階における要求・査定の概要について

局名・課名 事業名 事業概要
29　年　度
当　　　初
予  算  額

30年度

要求額

課長査定後 部長査定後 知事査定後

査定理由等

商工政策課　計



(様式４)

平成30年度

部（公室・局）：商工観光労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

局名・課名 事業名 事業概要
29　年　度
当　　　初
予  算  額

30年度

要求額

課長査定後 部長査定後 知事査定後

査定理由等

商工労働局
商工振興金融課

商業活動調整指導費
大規模小売店舗立地法に基づく現地調査、指導・
助言等に要する経費

685 685 685 685 B 685 685 A 685 685 A 要求どおり

商工労働局
商工振興金融課

商店街にぎわい創出事業
商店街等が行う集客の核となる店舗づくりや地域
住民のニーズに応じた活性化に向けた取組みに対
する助成等

14,000 14,000 14,000 14,000 B 14,000 14,000 B 14,000 14,000 A 要求どおり

商工労働局
商工振興金融課

熊本地震に係る都道府県派遣
職員負担金（商工振興金融
課）

他都道府県からの派遣職員人件費に対する負担金 17,000 68,800 68,800 68,800 B 68,800 68,800 A 68,800 68,800 A 要求どおり

商工労働局
商工振興金融課

中小企業金融総合支援事業
県内中小企業向け融資制度に係る貸付原資の金融
機関への預託、保証料補助、損失補償に要する経
費

82,034,271 52,765,519 52,765,519 52,765,519 B 52,765,519 52,765,519 B 52,765,519 52,765,519 A 要求どおり

商工労働局
商工振興金融課

小規模企業サポート力強化事
業

複雑・多様化する小規模企業の経営課題に対応す
るための商工団体のサポート力強化に要する経費

36,745 36,705 36,705 36,705 B 36,705 36,705 B 36,705 36,705 A 要求どおり

商工労働局
商工振興金融課

組織化指導費補助
中小企業の組織化及び中小企業組合の指導等を行
う熊本県中小企業団体中央会に対する助成

126,581 127,239 127,239 127,239 B 127,239 127,239 A 127,239 127,239 A 要求どおり

商工労働局
商工振興金融課

中小企業団体補助
指導力強化等のための自主事業を行う中小企業団
体に対する助成

1,851 1,851 1,851 1,851 B 1,851 1,851 A 1,851 1,851 A 要求どおり

商工労働局
商工振興金融課

商店街振興組合指導事業費補
助

商店街活性化等のための指導、調査、研修事業等
を行う熊本県商店街振興組合連合会に対する助成

3,361 3,361 3,361 3,361 B 3,361 3,361 A 3,361 3,361 A 要求どおり

商工労働局
商工振興金融課

運輸事業振興助成費補助
運輸事業に係る輸送力や安全性確保等に資する事
業を行う熊本県トラック協会に対する助成

240,953 265,068 265,068 265,068 B 265,068 265,068 A 265,068 265,068 A 要求どおり

商工労働局
商工振興金融課

小規模事業対策事務費
小規模事業者の経営指導等を行う商工会・商工会
議所に対する指導、及び経営革新計画の承認等に
要する経費

1,176 1,264 1,264 1,264 B 1,264 1,264 A 1,264 1,264 A 要求どおり

商工労働局
商工振興金融課

中小企業協同組合指導費
中小企業協同組合等の設立認可及び運営指導等に
要する経費

317 317 317 317 B 317 317 A 317 317 A 要求どおり

商工労働局
商工振興金融課

小規模企業等生産性向上推進
事業

小規模企業を対象とした経営改善による生産性向
上に関するセミナーの実施等に要する経費

6,763 6,763 6,763 B 6,763 6,763 B 6,763 6,763 A 要求どおり

商工労働局
商工振興金融課

商工会商工会議所・商工会連
合会補助

小規模事業者の経営指導等を行う商工会・商工会
議所、熊本県商工会連合会に対する助成

2,091,975 2,101,922 2,101,922 2,101,922 B 2,101,922 2,101,922 A 2,101,922 2,101,922 A 要求どおり

商工労働局
商工振興金融課

中小企業等復旧・復興支援事
業

グループ補助金の円滑かつ適切な交付に向けた支
援等に要する経費

285,539 422,129 361,629 361,629 B 361,629 361,629 B 361,629 361,629 A
事業内容等の
精査

商工労働局
商工振興金融課

事業承継加速化推進事業
被災事業者をはじめとした県内中小企業の円滑な
事業承継の推進に要する経費

18,014 6,034 6,034 B 6,034 6,034 A 6,034 6,034 A
事業内容等の
精査
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商工労働局
商工振興金融課

中小企業振興資金特別会計繰
出金

中小企業振興資金特別会計資金の運用利息分の係
る特別会計への繰出金

231 64 64 64 B 64 64 A 64 64 A 要求どおり

商工労働局
商工振興金融課

市町村派遣職員人件費負担金 平成29年度で廃止 4,659

85,019,408 56,079,054 56,006,574 56,006,574 56,006,574 56,006,574 56,006,574 56,006,574

商工労働局
労働雇用創生課

職員給与費 労働雇用創生課職員給 172,714 193,820 193,820 193,820 B 193,820 193,820 A 193,820 193,820 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

人材確保強化事業
本県からの転出者が多い大都市圏を中心としたセ
ミナー等、ＵＩＪターン就職関連イベントの開催
等に要する経費

13,135 13,135 13,135 B 13,135 13,135 A 13,135 13,135 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

労働行政推進費
労働行政の総合的な推進及び労働行政が抱える諸
問題の解決に要する経費

3,177 3,177 3,177 3,177 B 3,177 3,177 A 3,177 3,177 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

労働局との一体的実施事業
女性や中高年齢者等に対する雇用関連サービスを
ワンストップで提供する「しごと相談・支援セン
ター」の運営に要する経費

19,712 23,193 23,193 23,193 B 23,193 23,193 A 23,193 23,193 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

ワンストップジョブサイトく
まもと運営事業

幅広い年代を対象に、仕事、生活等に関する情報
発信を行うサイトの運用に要する経費

719 719 719 719 B 719 719 A 719 719 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

中小企業と留学生とのマッチ
ング支援事業

外国人留学生を対象とした企業とのマッチングサ
イトの運営、利用促進のためのセミナー開催に要
する経費

1,180 1,180 1,180 1,180 B 1,180 1,180 A 1,180 1,180 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

若者の九州ふるさと就職促進
事業

首都圏の大学生等を対象とした、合同会社説明会
や県内企業へのインターンシップ等の実施に要す
る経費

10,311 10,311 10,311 10,311 B 10,311 10,311 B 10,311 10,311 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

就活スタートアップ促進事業
県内企業の人材確保支援、学生の県内就職促進の
ための企業見学会等の実施に要する経費

5,494 5,493 5,493 5,493 B 5,493 5,493 B 5,493 5,493 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

くまもと復興人材ＵＩＪター
ン促進事業

「熊本県ＵＩＪターン就職支援センター（東京・
熊本）」の運営、ＵＩＪターン就職に係るマッチ
ング支援等に要する経費

23,522 17,804 17,804 17,804 B 17,804 17,804 B 17,804 17,804 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

九州・山口地域産業人財育成
フォーラム負担金

九州・山口地域産業人財育成フォーラムの開催に
要する経費

200 200 200 200 B 200 200 A 200 200 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

労働調査費 県内の労働条件等の調査に要する経費 2,076 2,078 2,078 2,078 B 2,078 2,078 A 2,078 2,078 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

働きやすい職場改善促進事業
働き方改革の推進など働きやすい職場環境づくり
の総合的支援に要する経費

1,908 13,444 13,444 13,444 B 13,444 13,444 B 13,444 13,444 A 要求どおり

商工振興金融課　計
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商工労働局
労働雇用創生課

労働福祉協議会補助金 熊本県労働者福祉協議会の運営に対する助成 685 685 685 685 B 685 685 A 685 685 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

職業能力開発業務運営指導費
職業能力開発施設等への運営指導及び職業能力開
発促進に要する経費

3,373 3,372 3,372 3,372 B 3,372 3,372 A 3,372 3,372 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

熊本県職業能力開発校拠点化
調査事業

職業能力開発校拠点化に向けた基本構想の策定等
に要する経費

7,745 4,352 4,352 4,352 B 4,352 4,352 A 4,352 4,352 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

外国人材受入支援事業
外国人材の適正な受入れに向けた県内企業等への
助言・支援を行う相談窓口の設置や受入体制整備
に要する経費

13,417 13,417 13,417 B 13,417 13,417 A 13,417 13,417 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

認定訓練実施事業 認定職業訓練校が行う職業訓練等に対する助成 228,835 100,975 96,534 96,534 B 96,534 96,534 B 96,534 96,534 A
事業内容等の
精査

商工労働局
労働雇用創生課

技能検定事業費
県及び職業能力開発協会が行う技能検定実施事業
に要する経費

46,433 57,249 57,249 57,249 B 57,249 57,249 A 57,249 57,249 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

職業能力開発協会補助金等
優秀技能者等の表彰、職業能力開発協会が行う職
業訓練振興事業及び技能五輪全国大会出場選手に
対する出場経費の助成に要する経費

1,031 1,331 1,331 1,331 B 1,331 1,331 A 1,331 1,331 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

みらいの技能士育成事業
震災復旧における技能士の活躍や技能の情報発信
に要する経費及び技能向上や人材育成に取り組む
技能団体に対する助成

4,081 4,081 4,081 4,081 B 4,081 4,081 B 4,081 4,081 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

職員給与費 高等技術専門校職員給与費 81,750 116,071 116,071 116,071 B 116,071 116,071 A 116,071 116,071 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

高等技術専門校管理運営費
高等技術専門校の運営及び施設の維持補修に要す
る経費

25,321 23,473 23,473 23,473 B 23,473 23,473 A 23,473 23,473 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

実習経費
高等技術専門校において実施する職業訓練等に要
する経費

27,688 30,836 30,836 30,836 B 30,836 30,836 B 30,836 30,836 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

訓練手当
公共職業能力開発施設の職業訓練を受ける身体障
がい者等に対する訓練手当の給付

41,236 41,236 41,236 41,236 B 41,236 41,236 A 41,236 41,236 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

障がい者職業能力開発事業 障がい者を対象とした職業訓練等に要する経費 51,552 51,238 51,238 51,238 B 51,238 51,238 A 51,238 51,238 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

離職者訓練事業
離職者等を対象とした職業訓練の委託に要する経
費

625,305 632,804 632,804 632,804 B 632,804 632,804 A 632,804 632,804 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

委託訓練事業
身体障がい者に対する情報処理技術者養成のため
の訓練及び自動車教習委託訓練に要する経費

11,019 11,019 11,019 11,019 B 11,019 11,019 A 11,019 11,019 A 要求どおり
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商工労働局
労働雇用創生課

在職者訓練事業
在職する労働者を対象とする技能の高度化に対応
する訓練に要する経費

403 403 403 403 B 403 403 A 403 403 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

地域創生人材育成事業
人材不足が深刻なＩＴ産業分野、建設分野等の人
材確保・育成の取組みに要する経費

268,273 92,806 92,806 92,806 B 92,806 92,806 A 92,806 92,806 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

公正採用選考推進事業
同和問題を中心とする就職の機会均等を保障する
ための啓発等に要する経費

411 411 411 411 B 411 411 A 411 411 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

障害者就業・生活支援セン
ター事業

障がい者を対象として就業や生活全般にわたる総
合的な支援体制の構築に要する経費

36,718 36,736 36,736 36,736 B 36,736 36,736 A 36,736 36,736 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

ジョブカフェ関連事業
若年者を中心に総合的な就職支援を行う「ジョブ
カフェくまもと」及び「ジョブカフェ・ブラン
チ」の運営に要する経費

38,823 38,421 38,421 38,421 B 38,421 38,421 A 38,421 38,421 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

若者自立支援事業
国が設置する若年無業者を対象とした「地域若者
サポートステーション」における臨床心理士配置
等に要する経費

6,926 6,967 6,967 6,967 B 6,967 6,967 A 6,967 6,967 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

高年齢者雇用推進事業
高年齢者雇用の推進に要する経費及び熊本県シル
バー人材センター連合会の事業に対する助成

8,321 8,821 8,821 8,821 B 8,821 8,821 A 8,821 8,821 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

地域活性化雇用創造支援事業
県内の求職者に対する座学研修や企業でのＯＪＴ
研修を通した雇用創出支援等に要する経費

53,392 49,084 49,084 B 49,084 49,084 A 49,084 49,084 A
事業内容等の
精査

商工労働局
労働雇用創生課

熊本県ブライト企業推進事業
ブライト企業の普及・拡大及びブライト企業とし
て認定を受けた企業への支援に要する経費

22,010 38,310 38,310 38,310 B 38,310 38,310 B 38,310 38,310 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

しごと開拓事業
「ジョブカフェ・ブランチ」利用者等向けの求人
開拓を行うしごと開拓員の配置に要する経費

11,463 11,657 11,657 11,657 B 11,657 11,657 A 11,657 11,657 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

熊本地震雇用維持・確保支援
事業

被災した事業所等に向けた雇用関係制度活用促進
のためのアドバイザー派遣に要する経費

2,615 2,615 2,615 2,615 B 2,615 2,615 B 2,615 2,615 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

職員給与費 技術短期大学校職員給与費 179,858 194,203 194,203 194,203 B 194,203 194,203 A 194,203 194,203 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

技術短期大学校管理運営費
技術短期大学校の維持管理、運営及び教育訓練に
要する経費

165,737 165,240 165,240 165,240 B 165,240 165,240 A 165,240 165,240 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

技術短期大学校教育対策事業
高度実践技術者の育成のために必要な施設及び各
種機器の整備・更新に要する経費

92,457 87,805 87,805 87,805 B 87,805 87,805 B 87,805 87,805 A 要求どおり

商工労働局
労働雇用創生課

技術短期大学校学生対策費
入学試験の実施、学生生活の支援及び技術短期大
学校の運営に関する企画・広報活動に要する経費

5,051 5,051 5,051 5,051 B 5,051 5,051 A 5,051 5,051 A 要求どおり



(様式４)

平成30年度

部（公室・局）：商工観光労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

局名・課名 事業名 事業概要
29　年　度
当　　　初
予  算  額

30年度

要求額

課長査定後 部長査定後 知事査定後

査定理由等

商工労働局
労働雇用創生課

障がい者技能向上支援事業 平成29年度で廃止 237

商工労働局
労働雇用創生課

技能振興対策事業 平成29年度で廃止 300

商工労働局
労働雇用創生課

施設等整備費補助事業 平成29年度で廃止 3,283

商工労働局
労働雇用創生課

戦略産業雇用創造プロジェク
ト事業

平成29年度で廃止 374,668

商工労働局
労働雇用創生課

緊急雇用創出基金積立金 平成29年度で廃止 9

商工労働局
労働雇用創生課

高等技術専門校災害復旧事業 平成29年度で廃止 74,509

2,689,139 2,119,531 2,110,782 2,110,782 2,110,782 2,110,782 2,110,782 2,110,782

新産業振興局
産業支援課

職員給与費 産業支援課職員給与費 177,391 176,233 176,233 176,233 B 176,233 176,233 A 176,233 176,233 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

職員給与費 産業技術センター職員給与費 328,726 366,610 366,610 366,610 B 366,610 366,610 A 366,610 366,610 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

発明奨励指導事業
発明工夫展を行う熊本県発明協会に対する助成及
び職務発明に対する報償に要する経費

178 178 178 178 B 178 178 A 178 178 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

工業関連団体支援事業
熊本県工業連合会が行う企業間連携・生産性向上
の推進等に対する助成

2,400 2,400 2,400 2,400 B 2,400 2,400 A 2,400 2,400 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

事業革新支援センター事業
くまもと産業支援財団が行う企業支援に対する助
成等

83,150 83,150 83,150 83,150 B 83,150 83,150 A 83,150 83,150 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

産業振興ビジョン推進事業
産業振興ビジョン評価委員会の設置に要する経費
及び各フォレスト推進団体に対する事業推進負担
金等

18,698 18,197 18,197 18,197 B 18,197 18,197 A 18,197 18,197 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

次世代モビリティ普及促進事
業

次世代モビリティ（電気自動車等）の充電インフ
ラの維持・管理等に要する経費

10,211 10,214 10,214 10,214 B 10,214 10,214 A 10,214 10,214 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

地場企業立地促進費補助
地場企業の施設整備等による県経済の活性化、雇
用の創出を促すための助成

133,850 370,500 370,500 370,500 B 370,500 370,500 B 370,500 370,500 A 要求どおり

労働雇用創生課　計



(様式４)

平成30年度

部（公室・局）：商工観光労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

局名・課名 事業名 事業概要
29　年　度
当　　　初
予  算  額

30年度

要求額

課長査定後 部長査定後 知事査定後

査定理由等

新産業振興局
産業支援課

燃料電池自動車普及促進事業
水素燃料電池自動車の普及促進及び水素エネル
ギー関連産業の育成・振興に要する経費

7,563 7,445 7,445 7,445 B 7,445 7,445 A 7,445 7,445 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

バイク振興事業 県内二輪車産業の振興を図る取組みに要する経費 1,694 1,370 1,370 1,370 B 1,370 1,370 A 1,370 1,370 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

小規模事業者等支援事業
小規模事業者等に対する経営改善や販路開拓等の
支援に要する経費

4,919 6,259 6,259 6,259 B 6,259 6,259 A 6,259 6,259 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

プロフェッショナル人材戦略
拠点運営事業

熊本地震からの復興に必要な県内外の優秀な人材
獲得を支援する等、中小企業の成長戦略実現の支
援に要する経費

39,965 39,965 39,965 39,965 B 39,965 39,965 B 39,965 39,965 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

リーディング企業創出事業
県経済の牽引役となるリーディング企業を創出す
るための、企業の成長戦略実現の支援に要する経
費

67,526 66,646 66,646 66,646 B 66,646 66,646 B 66,646 66,646 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

「熊本県IoT推進ラボ」事業
「熊本県IoT推進ラボ」の運営管理に要する経費
及び新たな製品・サービス創出に対する助成

8,303 8,694 8,694 8,694 B 8,694 8,694 B 8,694 8,694 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

自動車関連取引拡大推進事業
県内企業の自動車関連産業への参入を促進させる
ための取組みに対する助成

3,440 3,440 3,440 3,440 B 3,440 3,440 A 3,440 3,440 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

地域未来投資促進事業
地域未来投資促進法に基づき、国の地方創生推進
交付金を活用して行う県内企業等の投資への助成
等

186,852 186,852 186,852 B 186,852 186,852 B 186,852 186,852 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

雇用創造連携型商品開発・販
路拡大支援事業

雇用の質の向上につながる企業の商品開発・販路
拡大の取組みに対する助成

25,392 25,392 25,392 B 25,392 25,392 A 25,392 25,392 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

新事業創出促進費
新事業創出促進のための関係機関との連絡調整、
研修参加に要する経費

1,632 1,632 1,632 1,632 B 1,632 1,632 A 1,632 1,632 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

創業・新分野進出推進事業 新分野進出企業等への支援に要する経費 1,324 1,324 1,324 1,324 B 1,324 1,324 A 1,324 1,324 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

産学行政連携推進強化事業 熊本技術革新・融合研究会への負担金 1,000 1,000 1,000 1,000 B 1,000 1,000 A 1,000 1,000 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

「食と健康」産業創出支援事
業

高付加価値の食品関連産業の振興等に要する経費 2,923 3,299 3,299 3,299 B 3,299 3,299 B 3,299 3,299 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

くまもと型医療・福祉関連産
業推進事業

県内企業の医療・福祉機器分野への新規参入支
援、熊本発医療・福祉機器創出の促進等に要する
経費

7,569 6,679 6,679 6,679 B 6,679 6,679 B 6,679 6,679 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

ワサモンのまちづくり推進事
業

県内の若者を対象とした起業促進に要する経費 10,756 6,181 6,181 3,001 B 6,181 6,181 B 6,181 6,181 A 要求どおり



(様式４)
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査定理由等

新産業振興局
産業支援課

有機エレクトロニクス産業創
出連携促進事業

有機エレクトロニクス分野の事業化を促進する
コーディネータ配置に要する経費

15,145 15,140 15,140 15,140 B 15,140 15,140 A 15,140 15,140 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

自然共生型産業創出支援事業
バイオや食品関連分野の事業化を促進するコー
ディネータ配置に要する経費

5,358 6,324 6,324 6,324 B 6,324 6,324 B 6,324 6,324 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

自然共生型高付加価値産業促
進事業

有機エレクトロニクスやバイオ分野等の自然共生
型産業の創出に対する助成等

5,000 9,390 9,390 9,390 B 9,390 9,390 B 9,390 9,390 A 要求どおり

新産業振興局
産業支援課

熊本地震に係る都道府県派遣
職員負担金（産業支援課分）

平成29年度で廃止 17,000

955,721 1,424,514 1,424,514 1,421,334 1,424,514 1,424,514 1,424,514 1,424,514

新産業振興局
産業技術センター

運営管理費（食品加工室） 食品加工技術室の運営管理等に要する経費 7,076 6,251 6,251 6,251 B 6,251 6,251 A 6,251 6,251 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

研修指導事業（食品加工室）
加工技術向上に関する指導及び農商工連携におけ
る商品開発支援に要する経費

635 635 635 635 B 635 635 A 635 635 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

農産加工研究開発事業（特別
支援事業）

県産食品における健康機能の数値化技術に関する
研究に要する経費

2,220 2,220 2,220 2,220 B 2,220 2,220 A 2,220 2,220 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

依頼試験費（食品加工室）
農産加工組織等からの依頼に基づく食品素材、製
品等の成分や物性等の試験分析に要する経費

133 133 133 133 B 133 133 A 133 133 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

運営管理費（計量検定室）
計量検定行政の運営及び検査機器の整備に要する
経費

1,530 1,080 1,080 1,080 B 1,080 1,080 A 1,080 1,080 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

計量器検定事業
水道メーター、タクシーメーター等の計量器の検
定に要する経費

16,048 16,324 16,324 16,324 B 16,324 16,324 A 16,324 16,324 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

計量器定期検査事業 質量計の定期検査に要する経費 6,019 6,193 6,193 6,193 B 6,193 6,193 A 6,193 6,193 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

計量関係取締事業
計量器等の立入検査及び商品量目調査・指導等に
要する経費

225 225 225 225 B 225 225 A 225 225 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

運営管理費（センター）
産業技術センターの運営、施設の維持管理等に要
する経費

65,438 65,843 65,843 65,843 B 65,843 65,843 A 65,843 65,843 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

センター設備緊急修繕事業 試験研究機器の修理に要する経費 2,433 2,433 2,433 2,433 B 2,433 2,433 A 2,433 2,433 A 要求どおり

産業支援課　計
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新産業振興局
産業技術センター

技術指導育成事業
国試験研究機関や中小企業大学校が実施する研修
等の受講に要する経費

365 365 365 365 B 365 365 A 365 365 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

バイオ・食品研究開発事業
（特別支援事業）

食品に含まれる特徴成分の把握等の基盤技術の検
討、商品開発等の取組み推進に要する経費

2,134 2,134 2,134 2,134 B 2,134 2,134 A 2,134 2,134 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

ものづくり研究開発事業（特
別支援事業）

エネルギー利用の高効率化のための表面形状付与
に関する研究開発に要する経費

3,031 3,031 3,031 3,031 B 3,031 3,031 A 3,031 3,031 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

新規外部資金活用事業（特別
支援事業）

国や企業等の外部資金を活用した試験研究に要す
る経費

101,288 138,983 138,983 138,983 B 138,983 138,983 A 138,983 138,983 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

材料・地域資源研究開発事業
（特別支援事業）

環境浄化システムの応用展開、電子デバイス用導
電膜の形成技術の確立、地域資源の新規有効利用
の研究開発に要する経費

2,222 2,222 2,222 2,222 B 2,222 2,222 A 2,222 2,222 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

技術交流研究開発事業（特別
支援事業）

情報技術を活用したものづくり高度化支援のため
の研究開発に要する経費

2,000 2,000 2,000 2,000 B 2,000 2,000 A 2,000 2,000 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

異分野技術の融合によるニッ
チトップ創出支援事業

異なる分野の県内中小企業の技術を融合し、ニッ
チトップへ繋がる技術や製品の開発に要する経費

11,331 11,331 11,331 11,331 B 11,331 11,331 B 11,331 11,331 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

中核企業技術高度化支援事業
コンピュータネットワークシステムの適正な運
用・管理に要する経費

14,756 11,993 11,993 11,993 B 11,993 11,993 A 11,993 11,993 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

一般支援事業（材料・地域資
源室）

表面処理技術、材料分析技術、工場排水再生処
理、木材の利用・特性・加工等に関する技術相談
や依頼試験・分析に要する経費

1,467 1,467 1,467 1,467 B 1,467 1,467 A 1,467 1,467 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

一般支援事業（微生物応用部
門）

食品産業、醸造産業、バイオ産業に対する技術指
導、依頼試験・分析の実施、醤油農林規格格付け
に要する経費

1,596 1,596 1,596 1,596 B 1,596 1,596 A 1,596 1,596 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

一般支援事業（ものづくり
室）

機械金属、電子、電機関連産業、その他ものづく
りの分野に対する技術指導や依頼試験・分析に要
する経費

5,385 5,390 5,390 5,390 B 5,390 5,390 A 5,390 5,390 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

一般支援事業（自転車事業）
競輪補助事業を活用した依頼分析・試験研究に必
要な試験研究機器の導入に要する経費

35,532 32,072 32,072 32,072 B 32,072 32,072 B 32,072 32,072 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

産業技術センター試験研究備
品導入事業

依頼分析・試験研究に必要な試験研究機器の導入
に要する経費

4,494 1,950 1,950 1,950 B 1,950 1,950 B 1,950 1,950 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

一般支援事業（技術交流企画
室）

工業デザイン、情報、組み込みシステム等に関す
る技術相談や依頼試験・分析に要する経費

560 560 560 560 B 560 560 A 560 560 A 要求どおり

新産業振興局
産業技術センター

産業技術センター災害復旧事
業

平成29年度で廃止 357,793



(様式４)

平成30年度

部（公室・局）：商工観光労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

局名・課名 事業名 事業概要
29　年　度
当　　　初
予  算  額

30年度

要求額

課長査定後 部長査定後 知事査定後

査定理由等

645,711 316,431 316,431 316,431 316,431 316,431 316,431 316,431

新産業振興局
エネルギー政策課

エネルギー政策課職員給 エネルギー政策課職員給与費 79,113 82,609 82,609 82,609 B 82,609 82,609 A 82,609 82,609 A 要求どおり

新産業振興局
エネルギー政策課

電源立地地域対策交付金事業
公共用施設整備等を行う水力発電施設所在市町村
に対する助成

70,921 70,921 70,921 70,921 B 70,921 70,921 B 70,921 70,921 A 要求どおり

新産業振興局
エネルギー政策課

石油貯蔵施設立地対策等交付
金事業

公共用施設整備等を行う石油貯蔵施設立地市及び
周辺市町村に対する助成

16,700 16,700 16,700 16,700 B 16,700 16,700 B 16,700 16,700 A 要求どおり

新産業振興局
エネルギー政策課

新エネルギー等導入推進事業
新エネルギーの導入推進のための関係機関や事業
者との連絡調整、事業候補地調査、国・九州電力
との協議等に要する経費

3,243 3,243 3,243 3,243 B 3,243 3,243 A 3,243 3,243 A 要求どおり

新産業振興局
エネルギー政策課

省エネ設備等導入推進事業
中小企業が実施する省エネルギー型設備導入に対
する補助

15,388 15,388 D 事業の見送り

新産業振興局
エネルギー政策課

熊本県総合エネルギー計画推
進事業

エネルギーに関する情報収集や総合エネルギー計
画の推進等に要する経費

2,149 7,145 6,561 5,390 B 5,390 5,390 A 5,390 5,390 A
事業内容等の
精査

新産業振興局
エネルギー政策課

くまもと県民発電所推進事業 県民発電所の認証、設置促進等に要する経費 3,643 3,643 3,643 3,643 B 3,643 3,643 A 3,643 3,643 A 要求どおり

新産業振興局
エネルギー政策課

産炭地域振興事業 旧産炭地域の活性化及び産業振興に要する経費 115 115 115 115 B 115 115 A 115 115 A 要求どおり

新産業振興局
エネルギー政策課

砂利採取指導取締
砂利採取法に基づく認可、災害防止等の管理・指
導等に要する経費

584 584 584 584 B 584 584 A 584 584 A 要求どおり

新産業振興局
エネルギー政策課

採石指導取締
採石法に基づく認可、災害防止等の管理・指導等
に要する経費

2,270 2,270 2,270 2,270 B 2,270 2,270 A 2,270 2,270 A 要求どおり

新産業振興局
エネルギー政策課

採石指導取締・採石業等育成
増進事業

採石場の指導監督、採石業者の研修会等の開催に
要する経費

6,900 5,076 5,076 5,076 B 5,076 5,076 A 5,076 5,076 A 要求どおり

新産業振興局
エネルギー政策課

阿蘇採石場防災対策事業
阿蘇採石場の終掘に向け防災上の観点から実施す
る排水路工事等の実施に要する経費

37,113 12,613 12,613 12,613 B 12,613 12,613 B 12,613 12,613 A 要求どおり

222,751 220,307 219,723 203,164 203,164 203,164 203,164 203,164

新産業振興局
企業立地課

職員給与費 企業立地課職員給与費 158,724 146,968 146,968 146,968 B 146,968 146,968 A 146,968 146,968 A 要求どおり

エネルギー政策課　計

産業技術センター　計



(様式４)

平成30年度

部（公室・局）：商工観光労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

局名・課名 事業名 事業概要
29　年　度
当　　　初
予  算  額

30年度

要求額

課長査定後 部長査定後 知事査定後

査定理由等

新産業振興局
企業立地課

産業支援サービス業等集積促
進事業

県と立地協定を締結した産業支援サービス業務施
設を設置する企業に対する助成及びテクノプラザ
ビル維持管理に要する経費

151,924 260,874 260,874 260,874 B 260,874 260,874 B 260,874 260,874 A 要求どおり

新産業振興局
企業立地課

市町村施設整備促進事業
市町村が実施するサテライトオフィス受入施設等
の施設整備に対する助成

16,175 16,175 16,175 B 16,175 16,175 B 16,175 16,175 A 要求どおり

新産業振興局
企業立地課

企業誘致推進のための遊休不
動産利活用促進事業

遊休不動産を有する既立地企業が、県内へ新増設
する誘致企業に当該不動産を賃貸又は売却する際
に要する費用に対する助成

31,755 31,755 D 事業の見送り

新産業振興局
企業立地課

企業誘致事業
国内、外資系企業誘致及び既立地企業のフォロー
アップに要する経費

30,505 35,126 35,126 35,126 B 35,126 35,126 B 35,126 35,126 A 要求どおり

新産業振興局
企業立地課

企業誘致連絡協議会負担金
熊本県企業誘致連絡協議会の事業等に対する負担
金

3,000 3,000 3,000 3,000 B 3,000 3,000 A 3,000 3,000 A 要求どおり

新産業振興局
企業立地課

企業立地促進資金融資事業 企業の本県立地を促すための融資に要する経費 298,866 284,249 284,249 284,249 B 284,249 284,249 A 284,249 284,249 A 要求どおり

新産業振興局
企業立地課

企業立地促進費補助 企業の本県立地を促すための助成 3,468,180 3,564,800 3,564,800 3,564,800 B 3,564,800 3,564,800 B 3,564,800 3,564,800 A 要求どおり

新産業振興局
企業立地課

大型企業等立地推進事業
大型企業等の立地促進を図るための調査等に要す
る経費

4,000 3,400 3,400 3,400 B 3,400 3,400 B 3,400 3,400 A 要求どおり

新産業振興局
企業立地課

戦略的企業誘致推進事業
ターゲットを重点化（半導体、自動車、企業の本
社機能移転、グローバル企業、医療機器関連産業
等）した企業誘致活動に要する経費

12,649 17,713 17,649 17,649 B 17,649 17,649 B 17,649 17,649 A
事業内容等の
精査

新産業振興局
企業立地課

戦略的ポートセールス推進事
業

熊本港・八代港の利活用を図るためのポートセー
ルスに要する経費

4,749 4,749 4,749 4,749 B 4,749 4,749 A 4,749 4,749 A 要求どおり

新産業振興局
企業立地課

国際コンテナ利用拡大助成事
業

熊本港・八代港を利用する荷主企業に対する助成 99,270 127,555 127,555 127,555 B 127,555 127,555 B 127,555 127,555 A 要求どおり

新産業振興局
企業立地課

フードバレー構想推進企業誘
致事業

県南地域への食関連企業誘致促進に要する経費 1,954 1,954 1,954 1,954 B 1,954 1,954 A 1,954 1,954 A 要求どおり

新産業振興局
企業立地課

高度技術研究開発基盤整備事
業等特別会計繰出金

高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計への繰
出金

392,353 3,252 3,252 3,252 B 3,252 3,252 A 3,252 3,252 A 要求どおり

4,626,174 4,501,570 4,501,506 4,469,751 4,469,751 4,469,751 4,469,751 4,469,751

観光経済交流局
観光物産課

観光物産課職員給 観光物産課職員給与費 168,428 209,847 209,847 209,847 B 209,847 209,847 A 209,847 209,847 A 要求どおり

企業立地課　計



(様式４)

平成30年度

部（公室・局）：商工観光労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

局名・課名 事業名 事業概要
29　年　度
当　　　初
予  算  額

30年度

要求額

課長査定後 部長査定後 知事査定後

査定理由等

観光経済交流局
観光物産課

旅行業者育成指導 旅行業者の登録及び立入調査に要する経費 139 146 146 146 B 146 146 A 146 146 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

熊本県観光連盟補助 熊本県観光連盟の運営に対する助成 3,000 3,000 3,000 3,000 B 3,000 3,000 A 3,000 3,000 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

九州観光推進機構負担金 九州観光推進機構への負担金 37,282 37,320 37,320 37,320 B 37,320 37,320 A 37,320 37,320 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

観光審議会運営費 観光審議会の運営に要する経費 731 731 731 731 B 731 731 A 731 731 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

観光統計動態調査 観光統計調査に要する経費 4,233 3,949 3,949 3,949 B 3,949 3,949 A 3,949 3,949 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

観光振興企画 観光振興に係る関係機関との協議等に要する経費 6,177 6,466 6,466 6,466 B 6,466 6,466 A 6,466 6,466 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

ＭＩＣＥ等誘致促進事業
県内開催のスポーツイベントや大型コンサート、
県内ロケを伴う映画製作等に対する助成

19,000 29,000 29,000 19,000 B 29,000 29,000 B 29,000 29,000 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

大型イベント等プロモーショ
ン事業

コンベンションや大型コンサート等の誘致、各種
映像作品のロケ誘致のための広域的な撮影支援に
要する経費

4,985 4,985 4,985 4,985 B 4,985 4,985 A 4,985 4,985 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

観光復興くまもと県民運動事
業

県民総参加による誘客・おもてなし実践に向けた
運動展開に要する経費

6,000 6,000 D 6,000 D 事業の見送り

観光経済交流局
観光物産課

野外コンサート施設運営事業
熊本県野外劇場アスペクタの指定管理委託に要す
る経費

18,084 17,814 17,814 17,814 B 17,814 17,814 A 17,814 17,814 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

観光標識整備事業 観光案内標識・観光案内板等の整備に要する経費 11,706 11,706 11,706 11,706 B 11,706 11,706 B 11,706 11,706 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

観光産業復興による雇用創出
事業

観光事業者の雇用対策（経営者向けセミナー、雇
用マッチング）に要する経費

15,000 15,000 15,000 B 15,000 15,000 A 15,000 15,000 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

熊本地震に係る都道府県派遣
職員負担金（観光課分）

他都道府県からの派遣職員人件費に対する負担金 8,500 8,600 8,600 8,600 B 8,600 8,600 A 8,600 8,600 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

各種協会等負担金 日本観光振興協会に対する負担金等 6,676 5,846 5,846 5,846 B 5,846 5,846 A 5,846 5,846 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

観光総合サイトデータ整備事
業

県観光サイト「なごみ紀行」の管理運営に要する
経費

4,556 14,556 14,556 14,556 B 14,556 14,556 A 14,556 14,556 A 要求どおり



(様式４)

平成30年度

部（公室・局）：商工観光労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分
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当　　　初
予  算  額

30年度

要求額

課長査定後 部長査定後 知事査定後

査定理由等

観光経済交流局
観光物産課

国内誘致対策事業
国内からの観光客の誘客促進のための各地域の観
光素材の磨き上げ及びＰＲに要する経費

28,134 26,134 26,134 26,134 B 26,134 26,134 A 26,134 26,134 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

熊本の「食」を活用した誘客
促進事業

熊本の「食」をテーマとした観光客誘致に要する
経費

15,000 15,000 15,000 B 15,000 15,000 A 15,000 15,000 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

熊本地震復興観光拠点整備等
推進事業

熊本デスティネーションキャンペーン実施等地震
からの観光復興の取組み受入体制整備に要する経
費

95,000 79,400 79,400 B 79,400 101,300 B 101,300 101,300 A
事業内容等の
精査

観光経済交流局
観光物産課

「がんばろう！熊本」観光復
興事業

県内への誘客を図るためのプロモーション及び旅
行商品造成に要する経費

92,029 125,179 102,679 97,679 B 100,179 87,679 B 87,679 87,679 A
事業内容等の
精査

観光経済交流局
観光物産課

教育旅行誘致促進事業
学校関係者及び旅行代理店に対する教育旅行誘致
活動に要する経費

546 546 546 546 B 546 546 A 546 546 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

物産振興事業 熊本県物産館の運営、県産品振興等に要する経費 10,662 10,662 10,662 B 10,662 10,662 A 10,662 10,662 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

県産品販路開拓事業
物産展及び大都市圏での商談会出展等に要する経
費

1,418 5,042 5,042 5,042 B 5,042 5,042 A 5,042 5,042 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

熊本県大商談会事業
県内での商談会開催及び百貨店等での県産品Ｐ
Ｒ、フェア開催に要する経費

17,000 9,400 9,400 B 9,400 B 別事業で実施

観光経済交流局
観光物産課

マーケット拡大支援事業
県内事業者等の新商品開発や県内外展示商談会出
展、県産酒の消費拡大活動等に対する助成

9,070 9,070 9,070 B 9,070 9,070 A 9,070 9,070 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

県産品販路拡大による雇用創
出事業

県産品販路拡大による雇用創出を目指す県内事業
者に対するアドバイザー派遣や中核人材育成支援
に要する経費

8,000 8,000 8,000 B 8,000 8,000 A 8,000 8,000 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

五木村特産品販路開拓事業
五木村特産品の更なる磨き上げ及び県外での販売
促進・ＰＲ等に要する経費

1,500 1,100 1,100 1,100 B 1,100 1,100 A 1,100 1,100 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

伝統工芸館管理運営費 熊本県伝統工芸館の指定管理委託に要する経費 78,371 78,371 78,371 78,371 B 78,371 78,371 A 78,371 78,371 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

伝統工芸振興事業 伝統的工芸品の振興及び県指定に要する経費 2,426 2,426 2,426 B 2,426 2,426 A 2,426 2,426 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

伝統工芸情報発信事業
県内伝統工芸家の匠の技の映像化及び国内外への
情報発信に要する経費

2,724 2,724 2,724 B 2,724 2,724 A 2,724 2,724 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

伝統工芸館災害復旧等事業 被災した熊本県伝統工芸館の復旧に要する経費 10,838 132,832 132,832 132,832 B 132,832 132,832 B 132,832 132,832 A 要求どおり
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平成30年度

部（公室・局）：商工観光労働部

（単位：千円）
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当　　　初
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30年度
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課長査定後 部長査定後 知事査定後

査定理由等

観光経済交流局
観光物産課

産業展示場施設管理事業 熊本産業展示場の修繕や備品更新等に要する経費 50,058 1,743 1,743 1,743 B 1,743 1,743 B 1,743 1,743 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

産業展示場災害復旧等事業 被災した熊本産業展示場の復旧に要する経費 718,561 42,071 42,071 42,071 B 42,071 42,071 A 42,071 42,071 A 要求どおり

観光経済交流局
観光物産課

県産品振興対策事業 平成29年度で廃止（再編統合） 2,967

観光経済交流局
観光物産課

物産展示場運営事業 平成29年度で廃止（再編統合） 7,695

観光経済交流局
観光物産課

県産品販路拡大強化支援事業 平成29年度で廃止（再編統合） 3,624

観光経済交流局
観光物産課

プレミアム商品開発支援事業 平成29年度で廃止（再編統合） 2,276

観光経済交流局
観光物産課

新商品等販路開拓マーケティ
ング支援事業

平成29年度で廃止（再編統合） 1,788

観光経済交流局
観光物産課

くまもとの酒消費拡大推進事
業

平成29年度で廃止（再編統合） 5,856

観光経済交流局
観光物産課

県産品復興販路開拓等支援事
業

平成29年度で廃止 11,296

観光経済交流局
観光物産課

全国博覧会県産品認知度向上
等支援事業

平成29年度で廃止 7,450

観光経済交流局
観光物産課

伝統工芸振興会議運営費 平成29年度で廃止（再編統合） 549

観光経済交流局
観光物産課

伝統的工芸品産業産地振興事
業

平成29年度で廃止（再編統合） 1,877

観光経済交流局
観光物産課

伝統工芸館多言語化推進事業 平成29年度で廃止 1,874

観光経済交流局
観光物産課

熊本産業展示場施設機能維持
事業

平成29年度で廃止（再編統合） 4,576

観光経済交流局
観光物産課

外国人観光客に対する「おも
てなし」向上プロジェクト事
業

平成29年度で廃止 45,000
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部（公室・局）：商工観光労働部

（単位：千円）
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要求額 予算額
査定
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区分

局名・課名 事業名 事業概要
29　年　度
当　　　初
予  算  額

30年度
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課長査定後 部長査定後 知事査定後

査定理由等

観光経済交流局
観光物産課

観光復興会議具現化事業 平成29年度で廃止（再編統合） 20,650

1,392,430 947,866 902,166 881,166 899,666 893,666 893,666 893,666

観光経済交流局
国際課

国際課職員給 国際課職員給与費 139,240 168,750 168,750 168,750 B 168,750 168,750 A 168,750 168,750 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

海外移住者等交流事業
在外県人会高齢者・功労者表彰、在外県人会かわ
ら版の発行、母国訪問団歓迎会の開催等に要する
経費

410 409 409 409 B 409 409 A 409 409 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

熊本県海外研修員等受入事業
海外技術研修員、県費留学生の受入支援に要する
経費

5,505 5,505 5,505 5,505 B 5,505 5,505 A 5,505 5,505 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

姉妹友好交流事業
県の姉妹友好提携先である中国広西壮族自治区、
米国モンタナ州、韓国忠清南道及び台湾高雄市と
の交流事業に要する経費

9,965 10,164 10,164 10,164 B 10,164 10,164 A 10,164 10,164 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

国際交流団体等補助事業
自治体国際化協会等への負担金、国際交流団体へ
の助成

13,460 13,460 13,460 13,460 B 13,460 13,460 A 13,460 13,460 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

国際交流活性化推進事業
英語、中国語、韓国語、スペイン語通訳等に要す
る経費

10,544 10,446 10,446 10,446 B 10,446 10,446 A 10,446 10,446 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

アジアマーケット開発支援拠
点設置事業（国際課移管分）

県内企業等の海外展開、観光等交流の促進、農林
水産物等の輸出促進を支援するシンガポールの現
地事務所の運営に要する経費

16,659 16,603 16,603 16,603 B 16,603 16,603 A 16,603 16,603 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

旅券発給事務費 パスポートの発給事務等に要する経費 32,405 32,707 32,707 32,707 B 32,707 32,707 A 32,707 32,707 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

国際相談コーナー運営費 国際相談コーナーの運営に要する経費 4,039 4,037 4,037 4,037 B 4,037 4,037 A 4,037 4,037 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

国際交流活動支援事業
熊本県国際協会の国際交流・協力事業及び運営に
対する助成

1,458 1,458 1,458 1,458 B 1,458 1,458 A 1,458 1,458 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

北朝鮮拉致問題啓発事業 拉致問題講演会の開催等に要する経費 369 459 459 459 B 459 459 A 459 459 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

ＪＥＴプログラム推進費
ＪＥＴプログラムに関するオリエンテーション、
担当者会議の開催等に要する経費

1,383 1,383 1,383 1,383 B 1,383 1,383 A 1,383 1,383 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

国際交流員費 国際交流員の配置に要する経費 7,345 7,341 7,341 7,341 B 7,341 7,341 A 7,341 7,341 A 要求どおり

観光物産課　計
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部（公室・局）：商工観光労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

局名・課名 事業名 事業概要
29　年　度
当　　　初
予  算  額

30年度

要求額
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査定理由等

観光経済交流局
国際課

在外県人会周年記念式典参加
事業

在外県人会周年記念式典への出席及び在外県人会
との交流に要する経費

5,373 5,373 5,373 B 5,373 5,373 A 5,373 5,373 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

忠清南道姉妹友好提携35周年
記念事業

韓国忠清南道との姉妹友好提携35周年を記念する
事業に要する経費

5,059 2,990 2,990 B 2,990 2,990 A 2,990 2,990 A
事業内容等の
精査

観光経済交流局
国際課

貿易振興対策事業
九州域内の貿易振興機関との連携強化・情報収集
を目的とした会議への参画等に要する経費

1,808 1,808 1,808 1,808 B 1,808 1,808 A 1,808 1,808 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

ジェトロ熊本貿易情報セン
ター運営事業

ジェトロ（日本貿易振興機構）及び熊本県貿易協
会の運営に対する負担金

12,820 12,820 12,820 12,820 B 12,820 12,820 A 12,820 12,820 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

熊本上海事務所運営事業 熊本上海事務所の運営及び職員派遣に要する経費 17,553 18,793 18,793 18,793 B 18,793 18,793 A 18,793 18,793 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

海外展開推進体制整備事業
海外展開推進員や海外展開コーディネーター・海
外ビジネスアドバイザー等の設置に要する経費

28,887 25,014 25,014 25,014 B 25,014 25,014 A 25,014 25,014 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

戦略的アジアマーケット開拓
事業

中国・台湾・香港・アセアンとの経済交流の促進
及び県内企業の海外展開の支援に要する経費

27,055 29,490 29,490 29,490 B 29,490 29,490 A 29,490 29,490 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

海外展開チャレンジ支援事業 海外展開を実施する県内企業に対する助成 4,500 4,500 4,500 4,500 B 4,500 4,500 A 4,500 4,500 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

海外展開雇用創造事業
海外展開により雇用創出が見込まれる取組みを実
施する企業に対する助成

12,500 12,500 12,500 B 12,500 12,500 A 12,500 12,500 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

外務省飯倉公館活用対外発信
事業

外務省と県との共催により、駐日外交団等に本県
の観光、食、文化等の魅力を発信する取組みに要
する経費

9,420 D 事業の見送り

観光経済交流局
国際課

国際観光振興対策事業 外国人観光客向け観光案内所の運営に要する経費 1,628 1,628 1,628 1,628 B 1,628 1,628 A 1,628 1,628 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

インバウンド誘致推進事業 海外からの観光客の誘客促進に要する経費 30,476 29,476 29,476 29,476 B 29,476 29,476 A 29,476 29,476 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

「くまもとの食」ツアー造
成・販売促進事業

「食べ歩きガイドマップ」の作成及びガイドマッ
プを活用した旅行商品の造成に要する経費

14,526 14,526 D 別事業で実施

観光経済交流局
国際課

国際観光振興機構負担金 国際観光振興機構に対する負担金 830 830 830 B 830 830 A 830 830 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

外国語観光サイト情報発信事
業

英語、韓国語及び中国語による観光サイト管理に
要する経費

2,000 2,000 2,000 B 2,000 2,000 A 2,000 2,000 A 要求どおり



(様式４)

平成30年度

部（公室・局）：商工観光労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

局名・課名 事業名 事業概要
29　年　度
当　　　初
予  算  額

30年度

要求額

課長査定後 部長査定後 知事査定後

査定理由等

観光経済交流局
国際課

外国クルーズ船観光客受入体
制強化推進事業

クルーズ船観光客の受入環境整備に要する経費 246 19,457 19,457 19,457 B 19,457 19,457 B 19,457 19,457 A 要求どおり

観光経済交流局
国際課

国際スポーツ大会対策事業
欧州・豪州の現地スポーツメディア招請、現地博
覧会出展等に要する経費

65,775 62,189 62,189 B 62,189 62,189 B 62,189 62,189 A
事業内容等の
精査

観光経済交流局
国際課

クルーズ船寄港による経済効
果促進事業

クルーズ船観光客向け地元消費型ツアーの販売拡
大に要する経費

17,436 17,246 17,246 B 17,246 17,246 B 17,246 17,246 A
事業内容等の
精査

観光経済交流局
国際課

ウェブサイト活用情報発信事
業

欧州・豪州からの誘客を図るためのウェブサイト
を活用した情報発信に要する経費

13,500 13,500 調整中 D 7,500 7,500 B 7,500 7,500 A
事業内容等の
精査

観光経済交流局
国際課

インバウンド対策組織体制強
化事業

インバウンド対策を行うコーディネーター等の設
置に要する経費

12,205 7,527 7,527 B 7,527 7,527 A 7,527 7,527 A
事業内容等の
精査

観光経済交流局
国際課

多言語コールセンター運営事
業

電話による多言語サポートを行うコールセンター
の運営に要する経費

12,500 11,600 調整中 C 11,600 11,600 B 11,600 11,600 A
事業内容等の
精査

観光経済交流局
国際課

市町村派遣職員人件費負担金 平成29年度で廃止 3,584

観光経済交流局
国際課

ブラジル母国訪問団歓迎事業 平成29年度で廃止 534

観光経済交流局
国際課

姉妹友好提携35周年記念事業 平成29年度で廃止 3,941

390,340 586,832 551,463 526,363 545,463 545,463 545,463 545,463

国際スポーツ大会推進局
国際スポーツ大会推進課

国際スポーツ大会推進課職員
給

国際スポーツ大会推進課職員給与費 68,701 149,542 149,542 149,542 B 149,542 149,542 A 149,542 149,542 A 要求どおり

国際スポーツ大会推進局
国際スポーツ大会推進課

2019女子ハンドボール世界選
手権大会推進事業

2019女子ハンドボール世界選手権大会に向けた会
場整備、国際ハンドボール連盟等との調整、プロ
モーション活動等に要する経費

71,841 391,931 270,931 調整中 C 270,931 221,779 B 270,931 270,931 A
事業内容等の
精査

国際スポーツ大会推進局
国際スポーツ大会推進課

ラグビーワールドカップ2019
推進事業

ラグビーワールドカップ2019開催に向けたスタジ
アム整備、ボランティアの募集、プロモーション
活動等に要する経費

1,481,451 595,063 593,221 593,221 B 593,221 593,221 B 593,221 593,221 A
事業内容等の
精査

国際スポーツ大会推進局
国際スポーツ大会推進課

オリンピック・パラリンピッ
クキャンプ誘致推進事業

オリンピック・パラリンピックのキャンプ地誘致
に向けた活動等に要する経費

30,913 30,518 29,349 29,349 B 29,349 29,349 A 29,349 29,349 A
事業内容等の
精査

国際スポーツ大会推進局
国際スポーツ大会推進課

国際スポーツ推進事業
国際スポーツ大会の開催に向けた機運醸成やレガ
シー活動推進等のために要する経費

31,902 20,440 18,699 18,699 B 18,699 18,699 A 18,699 18,699 A
事業内容等の
精査

国際課　計
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1,684,808 1,187,494 1,061,742 790,811 1,061,742 1,012,590 1,061,742 1,061,742

97,881,861 67,671,459 67,374,295 67,005,770 67,317,481 67,262,329 67,311,481 67,311,481商工観光労働部　計

国際スポーツ大会推進課　計


